
 

「災害時の情報受伝達計画」の策定について 

 

１ 計画の趣旨 

災害による被害を最小化するためには、災害が発生し、又は発生するおそれ

が生じたときに、一人ひとりが災害に関する情報を収集し、状況を直ちに把握

して、早めに避難行動等をとることが重要です。 
そのため、災害活動に携わる市職員はもとより、市民、事業者及び来街者が

災害に関する情報を迅速・的確に把握し、かつ有効に活用できるよう、災害時

の情報収集・伝達に関する基本的な事項などを分かりやすくまとめた計画を策

定します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の位置づけ 

横浜市防災計画の運用にあたり必要な細部について定めた、「横浜市防災計

画の細部計画」とします。 

政策・総務・財政委員会 
配 付 資 料 
平成 2 7 年 1 2 月 1 1 日 
総 務 局 

 

災害時の情報受伝達計画 
＜計画の特徴＞ 
・横浜市防災計画などから情報受伝達に関する基本的事項を集約 
・市⺠等が活⽤できる情報伝達⼿段を記載（⾒易さに配慮し、危機管

理システム等の⾏政内部の伝達⼿段は記載せず） 
・市⺠等の⾃助・共助の⾏動につながる情報も記載 

震災対策編 
⾵⽔害等対策編 
都市災害対策編 

横浜市防災計画 

各種マニュアル 
運⽤要領 

検討会報告書 

各種啓発資料 
(ハザードマップ等) 

情報受伝達に関すること 



３ 計画の構成  

(1) 総則 

(2) 災害の種別に応じた情報の種類と伝達手段 

・災害の種別に応じ、必要な情報の内容や伝達手段を参照できるよう、「風

水害等」「震災」・「都市災害」の区分ごとに整理 

・情報の基本的な流れがわかるフロー図を掲載 

・内容への理解がより深まるよう、関連用語等の解説をコラム欄に掲載 

(3) 情報の種類と対応する情報伝達手段総括表 

・情報の伝達手段と伝達される情報との関係を表に整理 

(4) 課題 

・情報伝達手段及び市民等の意識や行動について、現状における課題と課

題解決に向けた対応の方向性を記載 

 

 

４ 今後の予定 

 

12 月 28 年１月 ２月 ３月 ４月以降 
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災害時の情報受伝達計画  
～情報を活用した自助・共助の取組に向けて～ 

（案） 
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第１ 総則 

１ 計画の目的と位置付け 

災害による被害を最小化するためには、災害が発生し、又は発生するおそ

れが生じたときに、一人ひとりが災害に関する情報を収集し、状況を直ちに

把握して、早めに避難行動等をとることが重要です。 

横浜市（以下「市」という。）では、多様な災害に対応するため、「震災対

策」、「風水害等対策」及び「都市災害対策」に関する３編の構成で、災害対

策基本法に基づく地域防災計画（横浜市防災計画）を策定しています。一方

で、災害の形態が様々なものであっても、その対応に必要となる情報受伝達

の内容には、共通した基本的な事項があります。 

そのため、本計画では、災害対策に携わる市職員はもとより、市民、事

業者及び来街者（以下「市民等」という。）が、災害に関する情報をより迅

速・的確に把握し、かつ有効に活用することができるよう、災害時の情報

収集・伝達に関する基本的な事項などをまとめています。 

なお、本計画は、横浜市防災計画に基づく活動を行うにあたって必要な細

部を定めたもの（細部計画）です。 

２ 対象とする情報 

   本計画には、災害が発生するおそれが生じた段階から、災害が発生した

際の応急対策までの段階における、避難行動その他の災害への対応に特に

必要な情報を取りまとめて記載しました。 

３ 情報収集・伝達の基本的事項 

災害に関する情報の把握は適切な災害応急対策を行うための前提条件で

あることから、市及び市民等は、迅速かつ正確に情報を収集・伝達しなけ

ればなりません。 

特に発災直後は、災害への対処方針の決定にも大きな影響を及ぼすこと

から、情報を早期に把握することが重要です。 

また、市民等が災害に関する情報を有効に活用し、必要に応じて、避難

その他の安全確保のための行動や、地域や事業所等における応急対策など

につなげることにより、災害による被害を減少させていくことが望まれま

す。 

（1） 公助 

    市は、防災関係機関及び市民等との間で災害等に関する情報を共有す

るため、応急対策等に必要な情報を迅速かつ正確に収集・伝達するよう
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努めます。 

    さらに、市は保有する様々な機能を活用して、被害情報、応急対策活

動等の状況、生活関連情報等を広報します。また、必要に応じて他の機

関又は団体等の協力を求めて広報を行います。 

（2） 自助・共助 

    市民等による情報の収集に際しては、市及び防災関係機関等から伝

達・発表される情報を中心として、様々な手段により最新の情報を迅速

に収集することが重要です（自助）。また、得た情報については、様々な

伝達手段を活用して家族や住民同士で伝え合うなど、周囲の人々への情

報の伝達に留意する必要があります（共助）。 

【災害に関する基本的な情報の流れ】 

市 

防災関係機関 
（国、県などの行政機関、ライフラインに関連する事業者など） 

自
助
・
共
助 

公
助 

市民等 

 

積極的に様々な 

手段で情報を収集 

 

様々な手段による

情報の伝達・広報 

情報収集 

災害の通報 

家族・近隣住民など 

適切な減災行動 

家族や近隣の住民など 

周囲の人々に情報を伝達 
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自助・共助とは？  

～よこはま地震防災市民憲章と横浜市災害時における自助及び共助の推進に関する条例～  

東日本大震災では、行政による災害対策の限界と、事前に備える

ことで被害を少なくする「減災」の重要性を確認しました。  

災害の発生を完全に防ぐことは不可能ですが、日頃の備えや助け合いによ

り被害を減らすことはできます。この「減災」のためには自助・共助が欠か

せません。 

そこで、減災に向けた自助・共助の大切さを共通認識として持っていただ

き、世代を超えて引き継がれることを願って「よこはま地震防災市民憲章」

を制定しました。理念である憲章本文と、具体的な 23 の行動を示した行動

指針で構成しています。 

 

さらに、「横浜市災害時における自助及び共助の推進に関する

条例」を制定し、「自助・共助」の理念を明らかにするとともに

災害時における市民等の「自助・共助」の役割を具体化していま

す。  

自助「市民及び事業者が自己の責任により、災害から自らの安全を自らで守る」 

共助「市民及び事業者が地域において互いに助け合い、互いを災害から守る」 

【「自助」の取組例】  

・防災に関する研修会、訓練、ボランティア活動などに積極的に

参加し、防災に関する知識・技能の習得に努める。  

・日頃から、防災に関する情報を活用し、災害が発生するおそれ

がある危険な箇所、避難場所、避難経路、避難方法などを確認す

る。  

・災害時には、自ら防災に関する情報の収集に努め、避難すべき

と判断したときは、速やかに、自主的に避難するよう努めるとと

もに、避難勧告等の発令等があったときは、速やかに、これに応

じて行動する。  

【「共助」の取組例】  

・町の防災組織の活動に積極的に参加する。  

・町の防災組織は、市等と連携し、防災に関する知識の普及、危

険な箇所の定期的な確認、防災訓練などを行う。  

・災害時には、情報の収集及び伝達、避難誘導、初期消火、救出

救助などの応急対策を実施する。  

 

横浜市地震防災市民憲章 検索 

 
コラム 
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   第２ 災害の種別に応じた情報の種類と伝達手段  

 

災害には、その発生の仕組み等の違いにより、震災や都市災害など予期せず

に発生するものと、風水害など事前にある程度発生を予測できるものがありま

す。また、必要となる情報は災害の種類に応じて様々なものがあります。 

このように、具体的な情報収集・伝達の内容は災害の種類に応じて異なるこ

とから、次のとおり、情報収集・伝達に関する内容を代表的な災害の類型ごと

にまとめています。 
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１ 風水害等 

(1) 情報の種類と内容 

ア 気象に関する情報 

(ｱ) 気象庁が発表する警報等 

種類 概要 市民等の行動など 

気象特別警報 

重大な災害が起こるおそれが著しく大きいと

きに発表されます。 

[発表の基準] 数十年に一度の現象 

・テレビ、ラジオ、

気象庁ホームペー

ジ、横浜市防災情

報等で情報を収集

する。 
※気象特別警報、気象
警報及び気象注意報
の種類については次
ページの表を参照し
てください。 

気象警報  

重大な災害が起こるおそれのあるときに発表

されます。 

[発表の基準] 大雨の場合 １時間雨量 45㎜ 

気象注意報 

災害が起こるおそれのあるときに発表されま

す。 

[発表の基準] 大雨の場合 １時間雨量 30㎜ 

気象情報  警報･注意報に先立つ注意喚起や警報･注意報の補完のための情報 

 
記録的短時

間大雨情報 

数年に一度しか起こらないような記録的な短

時間の大雨を観測したときにより一層の警戒

を呼び掛けます。 

[発表の基準]１時間雨量 100㎜（神奈川県） 

・テレビ、ラジオ、
気象庁ホームペー
ジ、横浜市防災情
報等で情報を収集
する。 

 
地方気象情報･

府県気象情報 

警報や注意報と一体のものとして発表し、現

象の経過、予想、防災上の留意点等を解説す

るなど、防災上重要な情報です。 

・テレビ、ラジオ、
気象庁ホームペー
ジ等で情報を収集
する。 

 
竜巻注意情

報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト

等による激しい突風が発生しやすい気象状況

になったと判断された場合に発表される情報

です。 

発生のピークは、７月から 10 月の 14 時から

17 時の間（前線や台風の影響、不安定な大気

の状態などによる。） 

・空の変化に注意
する。 
・竜巻発生確度ナ
ウキャストや気象
レーダー画像にア
クセスできる環境
であれば、自分が
今いる場所の状況
についてこまめに
確認する。 

 台風情報 

３時間ごとに台風の実況と予報を、各時刻の

正時約 50分後に発表します。 

また、１時間ごとの実況と１時間後の推定値

（台風の中心位置、強度、大きさ）を発表す

る場合があります。 

テレビ、ラジオ、

気象庁ホームペー

ジ等で情報収集す

る。 
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※ 気象特別警報、気象警報及び気象注意報の種類 

特別警報 大雨、暴風、暴風雪、大雪、波浪、高潮 

警報 大雨、洪水、暴風、暴風雪、大雪、波浪、高潮 

注意報 
大雨、洪水、強風、風雪、大雪、波浪、高潮、雷、融雪、濃霧、乾燥、
なだれ、低温、霜、着氷、着雪 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    雨の降り方と強さについて（イメージ） 
 

コラム 

気象庁ホームページより 

積乱雲に伴う強い上昇気流によ

り発生する激しい渦巻きで、多くの

場合、漏斗状又は柱状の雲を伴い

ます。被害域は、幅数十～数百メ

ートルで、長さ数キロメートルの範

囲に集中しますが、数十キロメート

ルに達したこともあります。 

 

積乱雲から吹き降ろす下降気流

が地表に衝突して水平に吹き出す

激しい空気の流れです。吹き出し

の広がりは数百メートルから十キ

ロメートル程度で、被害地域は円

形あるいは楕円形など面的に広が

る特徴があります。 

積乱雲の下で形成された冷た

い（重い）空気の塊が、その重み

により温かい（軽い）空気の側に

流れ出すことによって発生しま

す。水平の広がりは竜巻やダウ

ンバーストより大きく、数十キロ

メートル以上に達することもあり

ます。 

  

 

      竜巻等の突風 

竜巻が迫ったら・・・ 

（屋内にいる場合） 

・窓から離れる。 

・部屋の隅・ドア・外壁から離れ、地下室か最下階へ移動する。 

・頑丈な机の下に入り、両腕で頭と首を守る。 

（屋外にいる場合） 

・近くの頑丈な建物に移動する。頑丈な建物がなければ、飛散物から身を守れるような

物陰に身を隠し、頭を抱えてうずくまる。 

 
コラム 
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(ｲ) その他気象に関する情報 

種類 概要及び収集方法 

降雨状況 ▶ ＸＲＡＩＮ（国土交通省） 

http://www.river.go.jp/xbandradar/ 

▶ レインアイよこはま（横浜市環境創造局） 

 １分間隔の降雨状況や降雨履歴、ゲリラ豪雨の動き等を見ることがで

き、リアルタイムな雨量情報を提供します。 

http://raineye.city.yokohama.lg.jp/pweb/ 

▶ レーダーナウキャスト（気象庁レーダ） 

http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/ 

▶ 高解像度降水ナウキャスト 

http://www.jma.go.jp/jp/highresorad/ 

雨量 ▶ 横浜市防災情報（消防局雨量情報） 

 各消防署に設置した雨量観測計の観測情報 

http://www.city.yokohama.lg.jp/ex/kikikanri/weather/top/fire_rain.html  

潮位 ▶ 横浜市防災情報（港湾局潮位情報） 

 横浜港大桟橋に設置した潮位観測計の観測情報 

http://www.city.yokohama.lg.jp/ex/kikikanri/weather/top/bay_tide.html  

▶ 気象庁潮位観測情報 

 http://www.jma.go.jp/jp/choi/ 

※ 「高潮」は、台風や発達した低気圧が通過するとき、潮位が大きく

上昇する現象です。高潮の発生は、気圧の低下による海面の吸い上げ

と風による吹き寄せが主な要因です。 

高潮が発生すると、海水が護岸を超えたり高い波による越波が生じ、

背後地が浸水する可能性が高くなります。 

雷・竜巻 ▶ レーダーナウキャスト（気象庁レーダ） 

http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/ 

積雪情報 ▶ 横浜市ホームページ 

横浜地方気象台(中区)及び 18区の測定場所における積雪深 

http://www.city.yokohama.lg.jp/somu/org/kikikanri/information.html 

その他、テレビ、ラジオ、ホームページ等で、天気予報、アメダス、気象衛

星画像等の情報を収集します。 

 

http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/ex/kikikanri/weather/top/bay_tide.html
http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/
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雷とは 

雷は、大気中で大量の正負の電荷分離が起こり、放電する現象です。電荷分離は、

雲の中で「あられ」と氷晶（小さい氷のつぶ）の衝突により起こると考えられています。

湿った空気が激しく上昇して上空の低い温度の層に達すると「あられ」や氷晶が多量

に発生し、雷雲となります。このため、雷は上空高くまで発達した積乱雲で発生しま

す。  

 

雷から身を守るために 

雷鳴が聞こえるなど雷雲が近づく様子があるときは、落雷が差し迫っています。 

 

雷に遭遇した場合は安全な空間へ避難 

雷は、雷雲の位置次第で、海面、平野、山岳などところを選ばずに落ちます。近くに

高いものがあると、これを通って落ちる傾向があります。グランドやゴルフ場、屋外プ

ール、堤防や砂浜、海上などの開けた場所や、山頂や尾根などの高いところなどでは、

人に落雷しやすくなるので、できるだけ早く安全な空間に避難してください。 

 鉄筋コンクリート建築、自動車（オープンカーは不可）、バス、列車の内部は比較的

安全な空間です。また、木造建築の内部も基本的に安全ですが、全ての電気器具、

天井・壁から１m 以上離れれば更に安全です。  

近くに安全な空間がない場合は、電柱、煙突、鉄塔、建築物などの高い物体のてっ

ぺんを 45 度以上の角度で見上げる範囲で、その物体から４m 以上離れたところ（保

護範囲）に退避します。 

高い木の近くは危険ですから、最低でも木の全ての幹、枝、葉から 2m 以上は離れ

てください。姿勢を低くして、持ち物は体より高く突き出さないようにします。雷の活動

が止み、20 分以上経過してから安全な空間へ移動します。 

（出典：気象庁ホームページ） 
 

 
コラム 

全ての幹、枝、葉から 

２ｍ以上離れる 

 
 

  

 

 

 45° 

4ｍ以上離れる 

 

 

保保護護範範囲囲 
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ナウキャストを活用しましょう 

気象庁では、降水、雷、竜巻の状況を１時間先まで予測した分布図（ナウキャスト）を発

表しています。現象ごとに、「降水ナウキャスト」「雷ナウキャスト」「竜巻発生確度ナウキャ

スト」といいます。これらは５分又は 10 分ごとに最新の情報に更新されますので、屋外で

行動する場合は、こまめにチェックすることが大切です。  

【各ナウキャストの表示例】  

   

降水ナウキャスト 雷ナウキャスト 竜巻発生確度ナウキャスト 

 出典：気象庁ホームページ 

 
コラム 

http://www.jma.go.jp/jp/highresorad
http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/index.html?contentType=1
http://www.jma.go.jp/jp/radnowc/index.html?contentType=2
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イ 土砂災害に関する情報 

種類 概要 市民等の行動など 

土砂災害警戒情報 大雨警報（土砂災害）が発表され

ている状況で、大雨による土砂災

害発生の危険度が更に高まった

ときに神奈川県と横浜地方気象

台が共同で発表する情報です。 

・テレビ、ラジオ、ホームペ

ージで情報を収集する。 

・周囲の状況や雨の降り方に

注意する。 

・土砂災害の前兆現象が見ら

れたときは周囲の人にも知

らせ、安全な場所に避難する

とともに、区役所に通報す

る。 

・警戒対象区域の住民は、早

めの避難を心がけるととも

に、避難勧告等の情報にも注

意する。 

土砂災害緊急情報 大規模な土砂災害※が急迫して

いる状況において、国土交通省又

は神奈川県が被害の想定される

区域・時期について発表します。 

※山間部の土砂崩れで形成された天然

ダム（河道閉塞）に起因する土石流な

ど、広範囲に多大な被害が及ぶ土砂災

害 

土砂災害警戒

判定メッシュ

情報 

土砂災害警戒情報を補足する情

報で、５km四方の領域（メッシュ）

ごとに、土砂災害発生の危険度を

５段階に判定した結果を表示し

ています。 

土砂災害警戒情報や大雨警報(土

砂災害)が発表されたときに、土

砂災害発生の危険度が高まって

いる詳細な領域を把握すること

ができます。 

 

・土砂災害警戒情報の基準※

に到達したメッシュ（紫色）

内の土砂災害危険箇所・土砂

災害警戒区域等にいる市民

等は、少しでも安全な場所へ

の早めの避難を心がける。 

※ 過去の土砂災害発生時の土壌雨

量指数等を調査した上で、市町村

長の避難勧告等の災害応急対応

を支援するための判断基準とし

て都道府県と気象台が定めた基

準。 

この基準に「実況で到達」した

場合には、極めて危険な状況（既

に土砂災害が発生しているおそ

れがある状況）になったことを意

味するので、これ以前に避難を完

了しておくことが重要である。 

 

情報の区分 

実況で土砂災害警戒情報の基準に到達 

予想で土砂災害警戒情報の基準に到

達 

実況又は予想で大雨警報の土壌雨量

指数基準に到達 

実況又は予想で大雨注意報の土壌雨量

指数基準に到達 

実況又は予想で大雨注意報の土壌雨量

指数基準未満 

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/dojoshisu.html
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/dojoshisu.html
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‣ 土砂災害警戒区域とは （根拠法令：土砂災害防止法第７条） 

急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命・身体に危害が生じるおそれがあ

ると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害を防止するために警戒避難体

制を特に整備すべき土地の区域 

 

（急傾斜地の崩壊） 

・傾斜度が30度以上であって、高さが５ｍ以上の区域 

・崖地の上端から水平距離が10ｍ以内の区域 

・崖地の下端から急傾斜地の高さの２倍（50ｍを超える場合は50ｍ）以内の区域 

 

（土石流） 

・土石流の発生のおそれのある渓流において、扇頂部から下流で勾配が２度以上の区域 

 

 

 

 

 

 

 
コラム 

急傾斜地の崩壊 土石流 

周囲の人にも声をか

け、直ちに避難を判断

しましょう。 

区役所に通報してく

ださい。 

    土砂災害の前兆現象 
 

コラム 
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ウ 河川に関する情報 

(ｱ) 洪水予報 

国や都道府県が管理する河川のうち、流域面積が大きく、洪水により

大きな損害を生じるおそれがある河川について、 国土交通省又は都道府

県と気象庁が共同で、河川を指定して洪水予報を行います。 

横浜市域に影響を及ぼすものとしては、鶴見川及び多摩川が該当しま

す（洪水予報河川）。 

国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所のホームページで、河川監

視用カメラ映像を閲覧できます。本市域に影響のある地点は次のとおり

です。 

・ 鶴見川綱島水位観測所付近／港北区綱島東 

・ 鶴見川亀の子橋水位観測所付近／港北区新羽町 

・ 鶴見川多目的遊水地内／港北区小机町 

・ 鶴見川末吉橋水位観測所付近／川崎市幸区小倉付近 

・ 多摩川田園調布（上）水位観測所付近／東京都大田区田園調布本町 

 

(ｲ) 水位情報 

(ｱ)以外の河川で、洪水により重大な損害が生じるおそれがあるが、流

域面積が小さく洪水予報を行う時間的余裕がない河川について、河川を

管理する国・県は、避難判断水位を上回ったときに氾濫警戒情報を発表

します。 

横浜市域では、矢上川、早淵川、帷子川、今井川、宇田川、境川など

が該当します（水位周知河川）。 

横浜市ホームページ「水防災情報のページ」（道路局河川水位・遊水地

情報）では、市内の河川水位観測所の水位情報や監視カメラによる河川

の画像情報を公開しています。 
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洪水予報の種類 

洪水予報の種類 発表基準 
市町村・住民に 

求める行動の段階 

○○川氾濫発生情報 

（洪水警報） 
氾濫の発生（レベル５） 

氾濫水への警戒を

求める段階 

○○川氾濫危険情報 

（洪水警報） 
氾濫危険水位（レベル４）に到達 

避難等の氾濫発生

に対する対応を求

める段階 

○○川氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

一定時間後に氾濫危険水位（レベル４）に
到達が見込まれる場合、又は避難判断水位
（レベル３）に到達し、さらに水位の上昇
が見込まれる場合 

避難準備などの氾

濫発生に対する警

戒を求める段階 

○○川氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

氾濫注意水位（レベル２）に到達し、さら
に水位の上昇が見込まれる場合 

氾濫の発生に対す

る注意を求める段

階 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 水防団・・・水防管理団体（市）が水防事務を処理するために設置するもの。本市

では、消防機関が水防事務を担う。 

コラム 

出典：国土交通省京浜河川事務所ホームページ 
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【参考】水防警報 

洪水や高潮による災害のおそれがあるとき、河川を管理する国又は県が、

市などの水防に関係のある機関に対して発表します。 

種類 内容 発表基準 

待

機 

１出水あるいは水位の再上昇等が予想さ

れる場合に、状況に応じて直ちに水防機

関が出動できるように待機する必要が

ある旨を警告するもの 

２水防機関の出動期間が長引くような場

合に、出動人員を減らしてもさしつかえ

ないが、水防活動をやめることができな

い旨を警告するもの 

気象予警報等及び河川、海岸等

の状況により特に必要と認め

るとき。 

準

備 

水防に関する情報連絡、水防資器材の整

備、水こう門機能等の点検、通信及び輸送

の確保等に努めるとともに水防機関の出

動を準備させる必要がある旨を警告する

もの 

雨量、水位、流量その他の河川、

海岸等の状況により必要と認

めるとき。 

出

動 

水防機関が出動する必要がある旨を警告

するもの 

洪水注意報等により、はん濫注

意水位（警戒水位）を越えるお

それがあるとき。又は水位流量

等、その他河川、海岸等の状況

により必要と認めるとき。 

指

示 

水位、滞水時間その他水防活動上必要な状

況を明示するとともに、越水、漏水、法崩、

亀裂その他河川、海岸等の状況により警戒

を必要とする事項を指摘して警告するも

の 

洪水警報等により、又は既には

ん濫注意水位（警戒水位）を越

え、災害のおこるおそれがある

とき。 

解

除 

水防活動を必要とする出水状況が解消し

た旨及び一連の水防警報を解除する旨を

通告するもの 

はん濫注意水位（警戒水位）以

下に下降したとき。又ははん濫

注意水位（警戒水位）以上であ

っても水防作業を必要とする

河川、海岸等の状況が解消した

と認めるとき。 

http://www.weblio.jp/content/%E6%B4%AA%E6%B0%B4
http://www.weblio.jp/content/%E9%AB%98%E6%BD%AE
http://www.weblio.jp/content/%E5%9B%BD%E5%9C%9F%E4%BA%A4%E9%80%9A%E5%A4%A7%E8%87%A3
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資料提供：鹿児島市 

エ 火山に関する情報 

本市においては、周辺の富士山、箱根山及び伊豆大島などの活火山で噴

火が発生した場合、火山からの距離等の理由により溶岩流や噴石等の影響

はないとされており、主に富士山の噴火による「火山灰」の降下（降灰）

による影響が大きいと予測されています。 

 

 

 
 
 

 

火山灰とは 

噴火の際に火山から放出される固形物質のうち、直径 2mm 以下のもの。

火山灰により、健康被害、給水への支障や農作物被害などの社会的な問題が

生じることがあります。また、火山灰は、車両の走行や航空機の運航に大き

な支障を及ぼすほか、停電や断水などにより、市民生活に大きな影響を与え

ることなども懸念されています。 

 

 

 

富士山降灰可能性マップ （出典：「富士山火山防災マップ」） 

横浜市 

 
コラム 
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(ｱ) 噴火警報・予報 

     気象庁は、噴火災害軽減のため、全国 110の活火山を対象として、

観測・監視・評価の結果に基づき噴火警報・予報を発表しています。 

 噴火警報は、生命に危険を及ぼす火山現象の発生や危険が及ぶ範囲

の拡大が予想される場合に、「警戒が必要な範囲」を明示して発表し

ます。 

    ・噴火警戒レベル 

噴火警戒レベルとは、火山活動の状況に応じて５段階に区分して、気

象庁が発表する指標です。 

 

≪噴火警戒レベル（富士山、箱根山等で運用）≫ 出典：気象庁ホームページ 

 
 

http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/katsukazan_toha/katsukazan_toha.html%23katsukazan
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/intro/gyomu/index92.html
http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volinfo.html%23vol_warning_area
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(ｲ) 降灰予報 

様々な被害をもたらす火山灰に備えるため、気象庁が降灰予報を発

表します。  

種類 発表時期 概要 情報収集先 

降灰予報

（定時） 

定期的（火山の

活 動 状 況 に よ

る） 

一定規模の噴火を仮定して、18時

間先（３時間区切り）までに噴火

した場合の降灰範囲等を予報 

気象庁ホーム

ページなど 

降灰予報

（速報） 

噴火後速やかに

(５～10分程度） 

噴火から１時間以内の降灰量等を

予報 

降灰予報

（詳細） 

噴火後 20～30分

程度 

噴火から６時間先まで（１時間ご

と）に、予想される降灰量分布や

降灰開始時刻を予報 

 

 

(ｳ) 火山現象に関する情報 

種類 概要 発表時期 

火山の状況に関

する解説情報 

火山性地震や微動回数、噴火等の状

況や警戒事項について解説する情報 

火山活動の状況

に応じ適時発表 

噴火に関する 

火山観測報 

噴火が発生したことを知らせる情報

（発生時刻や噴煙高度等） 

随時 

出典：気象庁ホームページ 
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オ 避難勧告等 

風水害が発生し、又は発生するおそれのある場合に住民等の円滑な避

難行動を促すため、市は、｢避難勧告｣、｢避難指示｣及び「屋内での待避

その他の屋内における避難のための安全確保に関する措置（屋内での安

全確保措置）の指示」を実施します。また、避難のための立ち退き準備

を促すため、必要と認める地域の居住者等に対し、「避難準備情報」を

発令します。これらの発令は、区長が実施しますが、複数の区にまたが

るような広域的な避難を行う必要があるときは、市長が実施します。 

 

 

 

 

 

種類 発令の目安 市民等の行動 

避難準備情報 

 [河川の氾濫] 

・「避難判断水位」に到達し、上流域

の降雨等により、引き続き、水位の上

昇が見込まれる場合 

・漏水等が発見された場合 

・夜間から明け方に避難勧告を発令す

ることが予想される場合 

・要援護者は、立ち退き

避難する。 

・立ち退き避難の準備を

整えるとともに、以後の

防災気象情報、水位情報

等に注意を払い、自発的

に避難を開始すること

が望ましい。 

・特に、ほかの水災害と

比較して突発性が高く

予測が困難な土砂災害

については、避難準備が

整い次第、避難場所等へ

立ち退き避難すること

が強く望まれる。 

[土砂災害] 

・強い降雨を伴う台風が夜間から明け

方に接近・通過することが予想される

場合 

・夜間から明け方に避難勧告を発令す

ることが予想される場合 

避難勧告 

 [河川の氾濫] 

・「氾濫危険水位」に到達し、上流域

の降雨等により、引き続き、水位の上

昇が見込まれる場合 

・「氾濫注意水位」を超えた状態で、

急激な水位上昇による氾濫のおそれ

がある場合 

・異常な漏水等が発見された場合 

・「氾濫注意水位」を超えた状態で、

台風が夜間から明け方に接近、通過

・避難場所等へ立ち退き

避難する。 

・小河川、下水道等によ

る浸水については、危険

な区域が地下空間や局

所的に低い土地に限定

されるため、地下空間利

用者等は安全な区域に

速やかに移動する。 

・避難場所等への立ち退

避難準備情報  避難勧告  避難指示 

緊 急 度 高 低 
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し、大雨警報等の発表など多量の降雨

が予想される場合 

き避難はかえって命に

危険を及ぼしかねない

と自ら判断する場合に

は、近隣のより安全な場

所、より安全な建物当へ

の避難や、少しでも命が

助かる可能性の高い避

難行動として、「屋内で

の安全確保措置」（屋内

のより安全な場所への

移動）をとる。 

[土砂災害] 

・土砂災害警戒情報が発表された場合 

・大雨警報（土砂災害）が発表されて

いる状況で、記録的短時間大雨情報が

発表された場合 

・土砂災害の前兆現象が発見された場

合 

避難指示 

[河川の氾濫] 

・越水、溢水のおそれのある場合 

・異常な漏水の進行や亀裂・すべり等

により決壊のおそれが高まった場合 

・決壊や越水・溢水の発生 

・「氾濫発生情報」が発表された場合 

・樋門・水門等の施設の機能支障が発

見された場合 

・避難の準備や判断の遅

れ等により、立ち退き避

難を躊躇していた場合

は、直ちに立ち退き避難

する。 

・避難場所等への立ち退

き避難はかえって命に

危険を及ぼしかねない

と自ら判断する場合に

は、近隣のより安全な建

物等への避難や、少しで

も命が助かる可能性の

高い避難行動として、屋

内でもより安全な場所

へ移動する安全確保措

置をとる。 

[土砂災害] 

・土砂災害警戒情報が発表されてお

り、さらに記録的短時間大雨情報が発

表された場合 

・土砂災害が発生した場合 

・山鳴り、流木の流出の発生が確認さ

れた場合 

屋内での安

全確保措置

の指示 

・大雨等により既に浸水が始まってい

る場合や、竜巻のように屋外での移動

がかえって命に危険を及ぼしかねな

い場合 

・自宅等の建物内に留ま

り、安全を確保する。 
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求められる避難行動とは 

避難勧告等が発令されていなく 

ても、「自らの身は自らで守る」と 

いう考えのもと、危険が迫る前に 

早めに避難を開始してください。 

危険が迫っている状況において 

は、安全の確保を第一に考え、 

命を守る最低限の行動（垂直避 

難や屋内待避）が必要な場合も 

あります。 

 

 

 

 

日頃の備え ～ハザードマップの活用～ 

ハザードマップ等により、周囲の災害の危険性（土砂災害、浸水害、高潮災

害）を確認しておくことが重要です。また、豪雨災害から命を守るための行動

を理解し、訓練等を通じて、災害時に適切な行動をとれるようにする必要があ

ります。 

【参考】災害警戒区域の想定地図について（横浜市ホームページで公開しています。） 

名称 提供方法 

わいわい防災マップ 災害時に予想される様々な危険性や、それらの危険を回避するた

めの情報を事前に提供することで、市民の防災意識の向上を図る

とともに、自ら災害時の被害軽減の行動に役立てることを目的と

して作成し、公表しています。 

内水ハザードマップ 大雨時に想定される下水道や水路に起因した浸水区域や浸水深

などの様々な情報をまとめています。参考図として洪水ハザード

マップ（河川の氾濫による浸水想定区域）を併せています。 

洪水ハザードマップ 

 

大雨によって河川が増水し、堤防が決壊したりあふれたりする氾

濫が発生した場合の浸水予測の範囲と程度のほか、各地域の避難

所等を示しています。 

土砂災害ハザードマ

ップ 

大雨等により、土砂災害が発生した場合に被害がおよぶおそれの

ある区域を示しています。 

高潮警戒区域図 伊勢湾台風が東京湾を直撃した場合を想定し、地盤の浸水のおそ

れがある区域を示しています。 

 
コラム 

 
コラム 
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カ その他の情報 

 概要 収集方法等 

・災害の状況に関する情報 

・避難（避難場所等）に関する情報 

・応急対策活動の状況に関する情報 

・その他住民生活に必要な情報（二次災害防止情

報を含む。）等 

市・区ホームページな

ど 
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(2) 情報伝達手段 

  情報伝達手段 概要 伝達される情報 対象 

Ｐ
Ｕ
Ｓ
Ｈ
型
※ 

横浜市防災情報

Ｅメール 

 

登録が必要 

 

あらかじめ登録したパソコン・携

帯電話に防災情報等を電子メー

ルで配信します（1500文字以

内）。 

気象情報や河川水位情報は登録

状況に応じて自動配信されます。 

・大雨警報及び大

雨注意報等 

・河川水位情報 

・雨量情報 

・豪雨お知らせ情報 

・土砂災害警戒情報等 

・竜巻注意情報 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

登録者 

【登録方法】
左記のＱＲコ
ード又は下の
メールアドレ
スに空メール
を送信する。 

entry-yoko

hama@bo

usai-mail.j

p 

緊急速報メール 

携帯電話を利用した災害時専用

の情報配信の仕組みで、緊急かつ

重要な情報について、対象エリア

にある緊急速報メールに対応し

た携帯電話に対し配信します（題

名 15文字、本文 200文字以内）。

専用の着信音とバイブレーショ

ンで知らせます。 

・特別警報 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示（市全域や区

全域など広範囲に及

ぶもので対象区域が

明記できるもの） 

対象エリア内

で緊急速報メ

ール対応の携

帯電話を所持

している者 

緊急警報伝達

システム 

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬ

ＥＲＴ）に対応し、かつ、本市独

自の緊急情報を市民に伝達しま

す。 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

戸塚区浸水想

定区域内にあ

る５地域防災

拠点 

Twitterアラート 

設定が必要 

通常はタイムラインに表示され

るのみのツイートを、受信設定を

したサービス利用者がスマート

フォンの画面上のプッシュ通知

で受け取ることができる、

Twitter 社が提供するサービス

です。 

災害発生時に避難情報等緊急度

の高い情報を発信する際に利用

します。 

・気象警報・特別

警報 

・竜巻注意情報 

・土砂災害警戒情報等 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

サービス利用

者 
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親水拠点警報装

置 

注意報・警報や雨量情報、河川水

位情報等と連動した警報装置に

より、親水拠点利用者の避難行動

を促します。 

・大雨警報及び大

雨注意報 

・雨量警報 

・急激増水警報 

18 箇所の親

水拠点 

河川水位情報シ

ステム等 

※名称及び機能

は、システムごと

に異なります。 

屋外スピーカーから音声やサイ

レンを放送することにより、災害

発生の危険性や避難情報等を、付

近の市民にお知らせします。 

・河川水位情報 

・避難勧告等 

※システムごとに異

なります。 

鶴見区・港北

区：５箇所 

西区：５箇所 

保土ケ谷区：５箇所 

栄区：５箇所 

都筑区：９箇所 

緊急警報放送

システム 

テレビ・ラジオ等から警報音を

発し、重要かつ緊急な災害情報

を放送します。 

市は、緊急を要する避難勧告等

について、日本放送協会（横浜

放送局）に対して協定に基づき

放送を要請します。 

・避難勧告及び避

難指示 
視聴者 

広報車両 

区役所等は、道路状況に応じて必

要な地域へ放送設備を有する車

両を出動させ､広報を実施しま

す。 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

対象地域内 

職員による広報 

広報車の活動が不能な地域又は

特に必要と認められる地域に対

して職員を派遣して広報を実施

します。 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

対象区域内 

航空機 

必要に応じて消防局ヘリコプタ

ー搭載のスピーカー等により情

報提供及び避難誘導等を実施し

ます。 

・避難勧告及び避

難指示 

・避難誘導 

対象区域内 

ファックス 

［聴覚障害者への災害情報の伝達］ 

区役所から災害時緊急情報をフ

ァクシミリ通信網を利用して自

宅のファックスへ配信します。配

信を希望する場合は登録申請が

必要です。 

・避難勧告、避難

指示など 

以下の登録者 
・原則として
２級から３級
の身体障害者
手帳の交付を
受けている聴
覚障害者で自
宅にファック
スがある方 

［水防法・土砂災害防止法に基づく情報の伝達］

区役所は、土砂災害警戒区域内の

要援護者施設や浸水想定区域内

・大雨警報及び大

雨特別警報 

・土砂災害警戒情

報等 

・災害警戒区
域に所在する
地下街、要援
護者施設等 
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の事業所等に対し、ファックスに

より避難に関する情報等を伝達

します。 

・洪水予報等 

・避難準備情報、

避難勧告、避難指

示及び屋内待避

の指示など 

Ｐ
Ｕ
Ｌ
Ｌ
型
※ 

ホームページ 

横浜市、気象庁、ライフライン事

業者などの各機関がホームペー

ジで災害詳細情報を提供します。 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

・災害に関する情

報全般 

利用者 

Twitter 

（横浜市防災ツ

イッター） 

Twitter 社が提供するサイトに

短文を掲載します。サービス利用

者へ 140 文字以内の文字情報を

配信します。 

・気象警報及び特

別警報 

・竜巻注意情報 

・土砂災害警戒情報等 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

サービス利用

者 

テレビ 

災害情報全般が放送されます。 

行政機関が発表する情報等を各

報道機関から音声・文字・映像で

伝達します。 

・災害に関する情

報全般 
視聴者 

ケーブルテレビ 
地域の詳細な災害情報が提供さ

れます。 

・災害に関する情

報全般 
加入者 

データ放送 
各報道機関が、災害情報を画面表

示により提供します。 

・災害に関する情

報全般 
視聴者 

テレビ神奈川デ

ータ放送 

テレビ神奈川の提供する自治体

向けデータ放送サービスを活用

して、本市の詳細な災害情報を提

供します。データ放送で提供中の

情報は、テレビ神奈川のＷＥＢペ

ージでも閲覧できます。 

・避難準備情報、

避難勧告及び避

難指示 

・災害に関する情

報全般 

視聴者 

ラジオ 

災害情報全般を放送します。 

本市と協定を締結しているラジオ

日本、横浜エフエム放送及びエフ

エム・インターウェーブに対して、

本市は放送を要請します。 

・地域の詳細な災

害情報等 
聴取者 

コミュニティＦ

Ｍ 

戸塚区、都筑区、青葉区等の、よ

り詳細な災害情報を放送します。 

・区の詳細な災害

情報等 
聴取者 
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 紙媒体 

必要に応じて、印刷物による情報

提供として、避難場所等への掲出

を行います。また、補助的な広報

ツールとして、自治会町内会、地

区センター等の公共施設などの

掲示板に可能な範囲での掲出を

依頼します。 

・災害に関する情

報全般 
近隣住民 

 

※ ＰＵＳＨ型とＰＵＬＬ型 

・PUSH 型の伝達方法 

必要な情報について、利用者の能動的な操作を伴わず、自動的に配信する形式の伝達

方法。市が特定の受け手に対して情報を伝達するものですが、受け手側の操作を伴うこ

となく強制的に情報が届けられるものであり、情報伝達が行われた場合の受け手側への

影響力が大きいため、市全域へ情報伝達することは、局地的な災害には適さない場合が

あります。 

（例：河川水位情報システムや緊急速報メールなど） 

・PULL 型の伝達方法 

必要な情報について、利用者が能動的に「引き出しにいく」形式の伝達方法。情報の

受け手側が必要に応じて能動的に情報を取得しにいく形態をとり、市が受け手や情報伝

達範囲を特定して伝達するものではありません。 

（例：テレビ、ラジオ、ホームページ、ＳＮＳなど） 

 

▶ 停電など、テレビやパソコンが使用できなくなる場合に備えて、複数の情報

収集手段を確認しておきましょう。ラジオや電池も準備しておきましょう。 
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(3) 具体的な情報受伝達内容 

災害の推移に対応した情報受伝達の内容を図で表します。 

図には、市民等が減災行動をとる際に目安となるものを基本として、情報

の種類、緊急度、重要度等が分かるように表示しました。 

また、この情報受伝達の内容は一つの例として示すものであり、実際には、

災害の状況に応じて対応する必要があります。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
コラム 



情報受伝達フロー図
ＰＵＳＨ型
ＰＵＬＬ型

土砂災害 浸水害 高潮 情報収集手段 参考行動

低

風水害(土砂災害・浸水害・高潮災害)
緊
急
度

重
要
度

状況
気象に関する情報

横浜市
市民等

大雨・ 洪水・高潮
による災害が起こ
るおそれがあると
予想される

　
低

大雨・ 洪水・高潮
による重大な災害
が起こるおそれが
あると予想される

数年に一度しか
起こらないような
記録的な短時間
の大雨を観測す
る

数十年に一度の
大雨・ 高潮で、重
大な災害が起こる
おそれが著しく大
きいと予想される

大雨警報（土砂災
害）が発表されて
いる状況で、大雨
による土砂災害発
生の危険度が高
まる

　

土砂災害警戒情
報の発表基準に
該当しない状況と
なる

大雨・ 洪水・高潮
警報の発表基準
に該当しない状況
となる

・崖崩れの前兆現象が見ら
れたときは区役所に通報す
る。

・避難勧告又は避難指示対
象地域の住民等は避難行動
を開始する。

・ただちに命を守る行動をと
る

・気象情報や外の様子の確
認等により、情報を収集す
る。

・避難場所や避難ルートを確
認する。

・避難用持出品の用意等、避
難準備を開始する。

・要援護者等は避難行動を
開始し、避難支援者は支援を
開始する。

高

大雨・ 高潮特別
警報の発表基準
に該当しない状況
となる

・周囲の状況に十分に注意し
ながら、避難行動を継続し、
又は災害の復旧等の行動に
移行する。

高

大雨・ 洪水・高潮 注意報

大雨・ 洪水・高潮 警報
（気象庁）

河川水位情報
（国/県/市）

潮位情報
（市）

土砂災害警戒情報
（気象庁/県）

土砂災害警戒判定

メッシュ情報

（気象庁/県)

氾濫警戒情報
（国/県/市）

避難勧告(対象地域)

記録的短時間大雨情報
（気象庁）

氾濫危険情報
（国/県/市）

避難勧告(対象地域)
避難指示(対象地域)

大雨・高潮 特別警報
（気象庁）

氾濫発生情報
（国/県/市）

避難勧告(対象地域)
避難指示(対象地域)

大雨・高潮 特別警報解除
（気象庁）

大雨・ 洪水・高潮 警報解除

（気象庁）

避難勧告解除

河川水位情報

土砂災害警戒情報

土砂災害警戒判定メッシュ情報

氾濫警戒情報

記録的短時間大雨情報
大雨に関する気象情報

氾濫危険情報

氾濫発生情報

土砂災害警戒情報解除

土砂災害警戒判定メッシュ情報

大雨・洪水・高潮に関する気象情報

（気象庁）

大雨・ 洪水・高潮に関する気象情報
（気象庁）

大雨に関する気象情報

（気象庁）

大雨・高潮に関する気象情報

（気象庁）

大雨・高潮に関する気象情報

（気象庁）

大雨・ 洪水・高潮に関する気象情報

（気象庁）

・防災情報Ｅメール

・緊急速報メール

・緊急警報伝達システム

・Ｔｗｉｔｔｅｒ アラート

・親水拠点警報装置

・河川水位情報システム

等

・広報車両

・ファックス 等

・ホームページ

・Ｔｗｉｔｔｅｒ

・テレビ

・ケーブルテレビ

・データ放送

・テレビ神奈川データ放送

・ラジオ

・コミュニティＦＭ 等

避難準備情報（対象地域）

土砂災害警戒

情報解除
（気象庁/県）

土砂災害警戒判定

メッシュ情報

（気象庁/県）

大雨・洪水・高潮 注意報
大雨・洪水・高潮に関する気象情報

大雨・洪水・高潮 警報
大雨・洪水・高潮に関する気象情報

大雨・高潮 特別警報

大雨・洪水・高潮 警報解除

大雨・洪水・高潮に関する気象情報

大雨・高潮 特別警報解除

大雨・高潮に関する気象情報

2
7



情報受伝達フロー図
ＰＵＳＨ型
ＰＵＬＬ型

情報収集手段 参考行動

市民等

―風水害（雪害）―
緊
急
度

重
要
度

状況 気象に関する情報 横浜市

・懐中電灯、携帯ラジオ、食料、飲
料水等の備蓄を確認する。

・不要不急な外出を避ける。

・事業者は、状況に応じて、従業
員等に対する早期の帰宅や、安
全が確認できない場合の帰宅行
動の抑制等、適切な対応をとる。

　

高

低

市内で24時間降雪の
深さが20ｃｍ以上と予
想される

数十年に一度の降雪
量となる大雪が予想
される

市内で24時間降雪の
深さが５ｃｍ以上と予
想される

　

大雪特別警報、大雪
警報又は大雪注意報
の発表基準に該当し
ない状況となる

・周囲の状況に十分に注意しなが
ら、災害の復旧等の行動に移行
する。

高

低

・横浜地方気象台（中区）及び18区
の測定場所における積雪深情報

・市民利用施設・学校の状況

・道路交通・鉄道・バス運行情報

・ライフライン情報
・ごみ収集情報等

大雪注意報
(気象庁)

大雪警報
(気象庁)

大雪に関する気象情報

（気象庁）

・横浜地方気象台（中区）及び18区
の測定場所における積雪深情報

・市民利用施設・学校の状況

・道路交通・鉄道・バス運行情報

・ライフライン情報
・ごみ収集情報等

大雪特別警報
(気象庁)

大雪に関する気象情報

（気象庁）

大雪に関する気象情報

（気象庁）

大雪に関する気象情報

（気象庁）

・防災情報Ｅメール

・緊急速報メール

・緊急警報伝達システム

・Ｔｗｉｔｔｅｒ アラート

・広報車両 等

・ホームページ

・Ｔｗｉｔｔｅｒ

・テレビ

・ケーブルテレビ

・データ放送

・テレビ神奈川データ放送

・ラジオ

・コミュニティＦＭ 等

・横浜地方気象台（中区）及び18区
の測定場所における積雪深情報

・市民利用施設・学校の状況

・道路交通・鉄道・バス運行情報

・ライフライン情報
・ごみ収集情報等

大雪注意報
大雪に関する気象情報

大雪警報
大雪に関する気象情報

大雪特別警報
大雪に関する気象情報

大雪特別警報・警報・注意報解除
大雪に関する気象情報

大雪特別警報解除

大雪警報解除

大雪注意報解除

(気象庁)

2
8



情報受伝達フロー図
ＰＵＳＨ型
ＰＵＬＬ型

情報収集手段 参考行動

噴火後
・降灰予報を確認し、予想降灰量
等に応じた対応を行う。高

低

居住地域の近くまで
重大な影響を及ぼす
噴火が発生、又は発
生が予想される

居住地域に重大な被
害を及ぼす噴火の発
生が予想される

高

　

居住地域に重大な被
害を及ぼす噴火が発
生、あるいは切迫して
いる状態にある

市民等

―火山災害（富士山の噴火）―
緊
急
度

重
要
度

状況 気象に関する情報 横浜市

降灰予報（速報）
降灰予報（詳細）

（気象庁）

・火口周辺警報

（噴火警戒レベル３）

・火山の状況に関する解説情報

火口周辺警報

噴火警戒レベル２

火口周辺警報

噴火警戒レベル ３

(気象庁)

噴火警報

噴火警戒レベル ４

(気象庁)

噴火警報

噴火警戒レベル ５

(気象庁)

・噴火警報

（噴火警戒レベル４）

・火山の状況に関する解説情報

・降灰予報（速報・詳細）
・火山の状況に関する解説情報
・噴火に関する火山観測報
・火山灰の特性及び注意事項
・降灰による健康被害防止情報
・除灰に関する事項等

・噴火警報

（噴火警戒レベル５）

・火山の状況に関する解説情報

火山の状況に関する解説情報

（気象庁）

火山の状況に関する解説情報

（気象庁）

火山の状況に関する解説情報

（気象庁）

火山の状況に関する解説情報

（気象庁）

火山の状況に関する解説情報

（気象庁）

・防災情報Ｅメール

・緊急速報メール

・緊急警報伝達システム

・Ｔｗｉｔｔｅｒ アラート

・広報車両 等

・ホームページ

・Ｔｗｉｔｔｅｒ

・テレビ

・ケーブルテレビ

・データ放送

・テレビ神奈川データ放送

・ラジオ

・コミュニティＦＭ 等

2
9
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２ 震災 

(1) 情報の種類と内容 

 ア 地震に関する情報 

種類 概要 市民等の行動 

緊急地震速報 

大きな地震が発生したとき

に、地震の発生直後に地震

計でとらえた観測データを

素早く解析して、震源や地

震の規模（マグニチュー

ド）、予想される揺れの強さ

（震度）を自動計算し、大

きな揺れがくることを事前

に知らせる情報です。 

震度５弱以上の揺れが予想

されるときに、震度４以上

の揺れが予想される地域に

対して発表されます。 

※緊急地震速報が、強い揺れの

到達に間に合わない場合があ

ります。 

・頭を保護しながら丈夫な机

の下などに隠れる。扉を開け

て避難路を確保する。 

・屋外にいる場合、あわてず

に施設係員の指示に従う。 

・その場で頭を保護し、揺れ

に備えて安全な姿勢をとる。

吊り下がっている照明など

の下から待避する。 

・エレベーターにいる場合、

最寄りの階で停止させて、す

ぐに降りる。 

・ブロック塀の倒壊や自動販

売機の転倒などに注意し、こ

れらのそばから離れる。ビル

の壁、看板や割れた窓ガラス

などの落下に注意して、建物

から離れる。 

・落石や崖崩れに注意し、で

きるだけ危険な場所から離

れる。 

震度速報 

地震発生約１分半後に、震

度３以上を観測した地域名

と地震の揺れの発現時刻が

発表されます。 

・被害状況、交通情報、家族

の安否などの情報を収集す

る。 

・駅や繁華街は混乱する可能

性があるため、職場や学校な

ど安全な場所にとどまり、時

間をずらして帰宅する。 

 
震源に関する

情報 

震度３以上の地震が発生し

た場合、震源（地震の発生

場所）や地震の規模（マグ

ニチュード）が発表されま

す。津波警報・注意報を発

表した場合は発表されませ

ん。 
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種類 概要 

震源・震度に関する情報 ・震度３以上 

・津波警報・注意報発表時 

・若干の海面変動が予想される場合 

・緊急地震速報（警報）を発表した場合 

のいずれかを満たした場合、地震の発生場所

（震源）やその規模（マグニチュード）、震度

３以上の地域名と市（区）町村名が発表され

ます。震度５弱以上と考えられる地域で、震

度を入手していない地点がある場合は、その

市（区）町村名が発表されます。 

各地の震度に関する情報 

 

震度１以上を観測した場合、地震の発生場所

（震源）やその規模（マグニチュード）、震度

１以上を観測した地点名が発表されます。震

度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手

していない地点がある場合は、その地点名が

発表されます。 

推計震度分布図 震度５弱以上を観測した場合、観測した各地

の震度データをもとに、1km四方ごとに推計し

た震度（震度 4 以上）が図情報として発表さ

れます。 
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帰宅困難者になってしまったら・・・ 

災害が発生し、交通機関が停止した場合、身の安全を確保し、正確な情報を

集め、むやみに移動を開始しないことが基本です。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
コラム 
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イ 津波に関する情報 

(ｱ) 津波警報等 

気象庁は、津波による災害の発生が予想される場合に、地震が発生して

から約３分以内を目標に津波警報等を発表します。 

種類 概要 市民等の行動 

発表される

津波の高さ 

数値 

表現 

定性的

表現 

特
別
警
報 

大津波警報 

大きな津波が襲い甚大

な被害が発生します。 

[発表基準] 

予想される津波の高さ

が高いところで３ｍを

超える場合 

沿岸部や川沿いにいる人

はただちに高台や津波避

難施設など安全な場所へ

避難する。 

警報が解除されるまで安

全な場所から離れない。 

10m 超 

10m 

５m 

巨大 

警
報 

津波警報 

津波による被害が発生

します。 

[発表基準] 

予想される津波の高さ

が高いところで 1ｍを

超え、３ｍ以下の場合 

沿岸部や川沿いにいる人

はただちに高台や津波避

難施設など安全な場所へ

避難する。 

警報が解除されるまで安

全な場所から離れない。 

３m 高い 

注
意
報 

津波注意報 

海の中や海岸付近は危

険です。 

潮の流れが速い状態が

続きます。 

[発表基準] 

予想される津波の高さ

が高いところで 0.2ｍ

以上、１ｍ以下の場合で

あって、津波による災害

のおそれがある場合 

海の中にいる人はただち

に海から上がって、海岸

から離れる。 

注意報が解除されるまで

海に入ったり海岸に近づ

いたりしないようにす

る。 

１m ― 

 

津波避難施設とは 

津波からの避難者を受け入れるため、海抜５ｍ以上の高台又は鉄筋コンクリ

ート造等の頑丈な建物の３階以上を目安に、津波避難場所を確保します。 

市では、御協力いただいている民間施設や市立学校、市営住宅等の公共施設

を津波避難施設として指定しています。 

[横浜市ホームページ]http://www.city.yokohama.lg.jp/somu/org/kikikanri/keikaku/tsunami/  

 
コラム 



第２ 震災 

 34 
 

(ｲ) 津波情報の発表 

気象庁は、津波警報等を発表した場合、津波の到達予想時刻や予想され

る津波の高さなどを津波情報で発表します。 

種類 概要 

津波到達予想時刻・予想され

る津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想さ

れる津波の高さを発表します。 

各地の満潮時刻・津波の到達

予想時刻に関する情報 

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を

発表します。 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表しま

す。 

沖合の津波観測に関する情報 沖合で観測した津波の時刻や高さ及び推定さ

れる沿岸での津波の到達時刻や高さを発表し

ます。 

   

 

津波の基礎的な知識 

横浜市内で予測される最大津波高は、満潮時で海抜約 4.9 メートルと想定され

ています。本市域に津波警報及び大津波警報が発表された場合は、避難対象区域

を指定して、原則として避難指示を発令します。 

 地震による強い揺れ又は弱くてもゆっくりとした長い揺れを感じたときは、津

波発生のおそれがあります。テレビやラジオなどでただちに情報を入手するとと

もに、海抜５メートル以上の高台又は鉄筋コンクリート造などの頑丈な建物の３

階以上を目安に避難してください。津波は繰り返し襲ってくるため、津波警報等

解除まで注意が必要です。 

 

 
コラム 
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ウ 東海地震に関する情報 

本市は、「東海地震に係る地震防災対策強化地域」の指定地域外とさ
れていますが、東海地震発生時には震度４～６弱程度の揺れが予想されて
います。 

種類 概要 市民等の行動 

東海地震に関連

する調査情報（定

例） 

毎月の定例の地震防災対策強化地域

判定会で評価した調査結果を気象庁

が発表します。 

・日頃からの備え

をしておく。 

東海地震に関連

す る 調 査 情 報 

（臨時） 

観測データに通常とは異なる変化が

観測され、その変化の原因についての

調査の状況を発表する場合に気象庁

が発表します（１箇所以上のひずみ計

で有意な変化が観測された場合等）。 

・テレビ・ラジオ

等の最新の情報

に注意する。 

東海地震注意情報 東海地震の前兆現象である可能性が

高まったと認められた場合に気象庁

が発表します。 

※東海地震の前兆現象が起きている可能

性が高いが、すぐに地震が発生すること

を意味するものではないこと。 

・テレビ・ラジオ、
ホームページ等
から正確な情報
を把握する。 
・不要不急の旅
行・出張や自動車
の使用を控える。 
・地震の備えを確
認する。 
・状況の変化や
国、県、市からの
情報や通知に十
分注意する。 

東海地震予知情報 東海地震が発生するおそれがあると

認められ、内閣総理大臣から「警戒宣

言」が発せられた場合に気象庁が発表

します。 

警戒宣言 東海地震が発生するおそれがあり、地

震防災応急対策を実施する緊急の必

要があると認められた場合に内閣総

理大臣が発令します。 

警戒宣言が発せられると、津波や崖崩

れの危険地域からの住民避難や交通

規制の実施、百貨店等の営業中止など

の対策が実施されます。 

・テレビ・ラジオ等

の情報に注意し、

東海地震の発生

に十分警戒する。 

・「警戒宣言」や市

の広報等に従って

行動する。 

  

参考：気象庁ホームページ 

 警戒宣言 
（内閣総理大臣） 
 

東海地震に関する情報と警戒宣言の流れ 
 

コラム 
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エ 避難勧告等 

地震発生後の災害の拡大により住民の生命に危険が切迫し、避難させる 

必要が生じた場合に、市は、｢避難勧告｣、｢避難指示｣及び「屋内での待避

その他の屋内における避難のための安全確保に関する措置（屋内での安全

確保措置）の指示」を実施します。これらの発令は、区長が実施しますが、

複数の区にまたがるような広域的な避難を行う必要があるときは、市長が

実施します。 

避難勧告等の

基準 

・・津波警報又は大津波警報が発表された場合（原則として

避難指示を発令します。）  

・地震火災の延焼拡大又はガス等の漏洩により、住民に生

命の危険が及ぶと市長又は区長が認めるとき。 

・崖崩れ等が発生し、又は発生するおそれがあり、住民に

生命の危険があると市長又は区長が認めるとき。 

・その他災害の状況により、市長又は区長が必要と認める

とき｡ 

 

オ その他の情報 

概要 収集方法等 

・応急対策活動等の状況 

・医療情報（病院、診療所及び薬局等の再開状況） 

・地域防災拠点の開設状況 

・ライフライン等の被害・復旧状況 

・生活支援情報（被害認定調査、罹災証明書の発行、

被災者支援制度の案内）等 

・社会的混乱の防止と地震に備えての防災措置に関す

る情報（※ 東海地震の場合） 

市・区ホームページ

など 

 

災害時給水所の場所は「スイスイまっぷ」でスイスイ確認 

地震等で断水した際は、災害時給水所（災害用地下給水タンク、配水池及び緊急給

水栓）で飲料水を確保することができます。いざという時に困らないように、場所を

把握しておくことが重要です。 

横浜市水道局のウェブサイト上で公開している 

「スイスイまっぷ」は、任意の住所を入力すると 

その近くにある災害時給水所を検索・表示し、 

設置場所を確認することができます。 

 

スイスイまっぷ画面イメージ 
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(2) 情報伝達手段 

 情報伝達手段 概要 伝達される情報 対象 

Ｐ
Ｕ
Ｓ
Ｈ
型
※ 

横浜市防災情報

Ｅメール 

 

登録が必要 

 

あらかじめ登録したパソコ

ン・携帯電話に防災情報等を

電子メールで配信します

（1500 文字以内）。 

・震度情報 

・津波注意報、津波

警報及び大津波警報 

・東海地震注意情報 

・東海地震予知情報

（警戒宣言） 

・避難勧告及び避難指示 

登録者 

【登録方法】
左記のＱＲコ
ード又は下の
メールアドレ
スに空メール
を送信する。 

entry-yoko

hama@bo

usai-mail.j

p 

緊急速報メール 

携帯電話を利用した災害時専

用の情報配信の仕組みで、緊

急かつ重要な情報について、

対象エリアにある緊急速報メ

ールに対応した携帯電話に対

し配信します（題名 15文字、

本文 200 文字以内）。専用の

着信音とバイブレーションで

知らせます。 

・緊急地震速報 

・東海地震予知情報

（警戒宣言） 

・津波警報及び大津

波警報 

・避難勧告及び避難指示

（市全域や区全域など

広範囲に伝達するもの

で対象地域を明記でき

るもの） 

対象エリア内

で緊急速報メ

ール対応の携

帯電話を所持

している者 

緊急警報伝達シ

ステム 

全国瞬時警報システム（Ｊ－

ＡＬＥＲＴ）に対応し、かつ、

本市独自の緊急情報を市民に

伝達します。 

・緊急地震速報 

・東海地震予知情報

（警戒宣言） 

・避難勧告及び避難指示 

戸塚区浸水想

定区域内にあ

る５地域防災

拠点 

Twitter アラート 

設定が必要 

通常はタイムラインに表示さ

れるのみのツイートを、受信

設定をしたサービス利用者が

スマートフォンの画面上のプ

ッシュ通知で受け取ることが

できる、Twitter社が提供する

サービスです。 

災害発生時に避難情報等緊急

度の高い情報を発信する際に

利用します。 

・津波注意報、津波

警報及び大津波警報 

・東海地震注意情報 

・東海地震予知情報

（警戒宣言） 

・避難勧告及び避難

指示 

サービス利用

者 
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津波警報伝達シ

ステム 

災害発生時に避難情報等緊急

度の高い情報を発信する際に

利用します。 

・津波注意報、津波

警報及び大津波警報 

・避難勧告及び避難

指示 

津波浸水予想

区域内にスピ

ーカーを設置 

緊急警報放送

システム 

テレビ・ラジオ等から警報音

を発し、重要かつ緊急な災害

情報を放送します。 

市は、緊急を要する避難勧告

等について、日本放送協会

（横浜放送局）に対して協定

に基づき放送を要請します。 

・警戒宣言 

・津波警報及び大津

波警報 

・避難勧告及び避難

指示 

視聴者 

広報車両 

区役所等は、道路状況に応じ

て必要な地域へ放送設備を有

する車両を出動させ、広報を

実施します。 

・避難勧告及び避難指示 対象地域内 

職員による広報 

広報車の活動が不能な地域又

は特に必要と認められる地域

に対して職員を派遣して広報

を実施します。 

・避難勧告及び避難指示 対象区域内 

航空機 

必要に応じて消防局ヘリコプ

ター搭載のスピーカー等によ

り情報提供及び避難誘導等を

実施します。 

・避難勧告及び避難指示

・避難誘導 
対象区域内 

ファックス 

［聴覚障害者への災害情報の伝達］ 

区役所から災害時緊急情報を

ファクシミリ通信網を利用し

て自宅のファックスへ配信し

ます。配信を希望する場合は

登録申請が必要です。 

・避難勧告、避難指

示など 

以下の登録者 
・原則として
２級から３級
の身体障害者
手帳の交付を
受けている聴
覚障害者で自
宅にファック
スがある方 

Ｐ
Ｕ
Ｌ
Ｌ
型
※ 

ホームページ 

横浜市、気象庁、ライフライ

ン事業者などの各機関がホー

ムページで災害詳細情報を提

供します。 

・避難準備情報、避

難勧告及び避難指示 

・災害に関する情報

全般 

閲覧者 

Twitter 

（横浜市防災ツ

イッター） 

Twitter 社が提供するサイト

に短文を掲載します。サービ

ス利用者へ 140文字以内の文

・津波注意報、警報、

及び大津波警報 

・東海地震注意情報 

サービス利用

者 
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字情報を配信します。 ・東海地震予知情報

（警戒宣言） 

・避難勧告及び避難

指示 

テレビ 

災害情報全般が放送されま

す。 

行政機関が発表する情報等を

各報道機関から音声・文字・

映像で伝達します。 

・災害に関する情報

全般 
視聴者 

ケーブルテレビ 
地域の詳細な災害情報が提供

されます。 

・災害に関する情報

全般 
加入者 

データ放送 
各報道機関が、災害情報を画

面表示により提供します。 

・災害に関する情報

全般 
視聴者 

テレビ神奈川デ

ータ放送 

テレビ神奈川の提供する自治

体向けデータ放送サービスを

活用して、本市の詳細な災害

情報を提供します。データ放

送で提供中の情報は、テレビ

神奈川のＷＥＢページでも閲

覧できます。 

・避難勧告及び避難指示 

・東海地震予知情報

（警戒宣言） 

・災害に関する情報

全般 

視聴者 

ラジオ 

災害情報全般を放送します。 

本市と協定を締結しているラ

ジオ日本、横浜エフエム放送

及びエフエム・インターウェ

ーブに対して、本市は放送を

要請します。 

・地域の詳細な災害

情報等 
聴取者 

コミュニティＦＭ 

戸塚区、都筑区、青葉区等の、

より詳細な災害情報を放送し

ます。 

・区の詳細な災害情

報等 
聴取者 

臨時災害放送局 

大規模災害などが発生した場

合、市民に対して必要な情報

を正確かつ迅速に提供するた

め、横浜市が臨時かつ一時的

に開設する FMラジオ放送局

です（平成 27年度末整備予

定）。 

・災害に関する情報

全般 
聴取者 
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紙媒体 

必要に応じて、印刷物による

情報提供として、地域防災拠

点等への掲出を行います。ま

た、補助的な広報ツールとし

て、自治会町内会、地区セン

ター等の公共施設などの掲示

板に可能な範囲での掲出を依

頼します。 

・災害に関する情報

全般 
近隣住民 

 

 

 

※ ＰＵＳＨ型とＰＵＬＬ型 

・PUSH 型の伝達方法 

必要な情報について、利用者の能動的な操作を伴わず、自動的に配信する形式の伝達

方法。市が特定の受け手に対して情報を伝達するものですが、受け手側の操作を伴うこ

となく強制的に情報が届けられるものであり、情報伝達が行われた場合の受け手側への

影響力が大きいため、市全域へ情報伝達することは、局地的な災害には適さない場合が

あります。 

（例：津波警報伝達システムや緊急速報メールなど） 

・PULL 型の伝達方法 

必要な情報について、利用者が能動的に「引き出しにいく」形式の伝達方法。情報の

受け手側が必要に応じて能動的に情報を取得しにいく形態をとり、市が受け手や情報伝

達範囲を特定して伝達するものではありません。 

（例：テレビ、ラジオ、ホームページ、ＳＮＳなど） 

 

▶ 停電など、テレビやパソコンが使用できなくなる場合に備えて、複数の情報

収集手段を確認しておきましょう。ラジオや電池も準備しておきましょう。 
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災害時の伝言板 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎災害用音声お届けサービス 

専用アプリケーションをインストールしたスマートフォン等の端末から、音声メッセージを送信する
ことができるサービスです。 

 ※各社のアプリケーション 
・NTTドコモ 「災害用キット」 
・KDDI(au) 「au災害対策」 
・ソフトバンク「災害用伝言板」 
・ワイモバイル「災害用伝言板」 

 ※詳細については、携帯電話各社のホームページをご覧ください。 
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 (3) 具体的な情報受伝達内容 

災害の推移に対応した情報受伝達の内容を図で表します。 

図には、市民等が減災行動をとる際に目安となるものを基本として、情報

の種類等が分かるように表示しました。 

また、この情報受伝達の内容は一つの例として示すものであり、実際には、

災害の状況に応じて対応する必要があります。 
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情報受伝達フロー図
ＰＵＳＨ型
ＰＵＬＬ型

情報収集手段 参考行動

―震災（発災型）―

災害に関する情報 横浜市
市民等

・身の安全を確保する。

・大きな揺れの最中は、無理にコンロなど
の火を消したりせず、まず身を守り、揺れが
おさまり次第火を止める。

・必要であれば避難場所へ避難する。

・山や崖の近くにいるときは、土砂崩れを起
こすこともあるため、すばやく避難する。

・津波警報等や避難指示が出される前でも
津波がくる場合があるので、沿岸部等で大
きな揺れや長い揺れを感じたら、車を使わ
ずより早くより高い場所へ避難する。

・家族の安否を確認したら、逃げ遅れた人
がいないか声掛け等を行い、近隣の人たち
の安否を確認する。

・地域で協力し消火活動を行う。

・救出や避難が遅れている人がいないか確
認し、倒壊家屋や転倒家具等の下敷きに
なった人がいたら、近隣で協力し救出、救
護を行う。

・要援護者等の安否確認、避難支援等を行
う。

・帰宅が困難な場合は無理に移動せず、正
確な情報収集を心がけ、職場や学校等の
安全な場所にとどまる。

避難勧告（対象地域）
避難指示（対象地域）

地震の概要
発生日時・震源・規模・震度等 （気象庁）

避難場所の開設状況及び
応急対策活動等の状況

医療情報
（病院、診療所及び薬局等の状況等）

ライフライン等の被害/復旧状況

避難勧告（対象地域）
避難指示（対象地域）

主な被害状況

緊急地震速報（気象庁）

余震や降雨による

崖崩れ等

大津波警報

津波警報 避難指示
※避難対象区域

津波

建築物の破損

地盤の液状化

崖崩れ

延焼火災

津波注意報

・防災情報Ｅメール

・緊急速報メール

・緊急警報伝達システム

・Ｔｗｉｔｔｅｒ アラート

・津波警報伝達システム

・緊急警報放送システム

・広報車両 等

・ホームページ

・Ｔｗｉｔｔｅｒ

・テレビ

・ケーブルテレビ

・データ放送

・テレビ神奈川データ放送

・ラジオ

・コミュニティＦＭ 等

4
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情報受伝達フロー図
ＰＵＳＨ型

ＰＵＬＬ型

情報収集手段 参考行動

v

低

―東海地震への事前対応（予知型）―

緊
急
度

重
要
度

状況 災害に関する情報 横浜市

高

市民等

前兆現象についてただちに
評価できない

・正確な情報を入手し、冷静
に判断して行動する。

・家具の転倒を防止する等、
危険を防止し、安全を確保す
る行動をとる。

・要援護者等の安全を確保
し、避難支援者は支援の準
備をする。

・懐中電灯、携帯ラジオ、食
糧、飲料水等の備蓄を確認
する。

・自動車の使用を自粛する。

前兆現象である可能性が
高まったと認められる

東海地震が発生するおそ
れがあると認められる

東海地震に関連する

調査情報（臨時）

（気象庁）

東海地震に関連する

調査情報（定例）

（気象庁）

東海地震注意情報
（気象庁）

警戒宣言
（内閣総理大臣）

東海地震予知情報
（気象庁）

社会的混乱の防止に関する情報

地震に備えての防災措置に関する情報等

社会的混乱の防止に関する情報

地震に備えての防災措置に関する情報等

・防災情報Ｅメール
・緊急速報メール
・緊急警報伝達システム
・Ｔｗｉｔｔｅｒアラート
・津波警報伝達システム
・緊急警報放送システム
・広報車両 等

・ホームページ
・Ｔｗｉｔｔｅｒ
・テレビ
・ケーブルテレビ
・データ放送
・テレビ神奈川データ放送
・ラジオ
・コミュニティＦＭ 等

東海地震に関連する調査情報（臨時）
東海地震に関連する調査情報（定例）

東海地震注意情報

警戒宣言
東海地震予知情報

4
4
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３ 都市災害 

本市防災計画「都市災害対策編」では、都市特有の災害として、次に掲げ

る災害を想定しています。 

想定する災害 概要 

大規模火災 

・地下街火災 

・高層建築物火災 

・地下街ガス爆発災害等 

危険物等及び

都市ガス施設

等災害 

・危険物、火薬類、高圧ガス、毒劇物施設及び輸送中の災害 

・有毒物質漏洩災害 

・都市ガス施設災害 

海上災害 
・大規模な油等流出事故 

・船舶等の火災・爆発事故 

鉄道災害 多数の人命及び多くの物的損壊を伴う鉄道施設における災害 

道路災害 自動車専用道路等における大規模な事故 

航空災害 人命及び物的損壊を伴う航空機事故 

放射性物質災

害 

・市外の原子力施設における事故等による災害 

・核燃料物質等輸送中の災害 

・放射性同位元素保有施設における災害等  

不発弾等の発

掘及び処理 
不発弾等の埋没が予想される場所の発掘及び不発弾等の処理 

その他の災害 

・大規模情報通信ネットワーク事故 

・地下工事等に伴う災害 

・群衆流動等による雑踏事故 
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(1) 情報の種類と内容 

ア 避難勧告等 

 災害の拡大等により住民の生命に危険が切迫し、避難させる必要が生じ

た場合に、市は、｢避難勧告｣、｢避難指示｣及び「屋内での待避その他の屋

内における避難のための安全確保に関する措置（屋内での安全確保措置）

の指示」を実施します。これらの発令は、区長が実施しますが、複数の区

にまたがるような広域的な避難を行う必要があるときは、市長が実施しま

す。 

避難勧告等の

基準 

・火災の延焼拡大又はガス等の流出拡大により、住民等

に生命の危険が及ぶと市長又は区長が認めるとき。 

・その他、災害の状況により市長又は区長が必要と認め

るとき。 

 

イ その他の情報 

 概要 収集方法等 

・災害の状況に関する情報 

・避難（避難場所等）に関する情報 

・応急対策活動の状況に関する情報 

・その他住民生活に必要な情報（二次災害防止情

報を含む。）等 

市・区ホームページな

ど 
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(2) 情報伝達手段 

 情報伝達手段 概要 伝達される情報 対象 

Ｐ
Ｕ
Ｓ
Ｈ
型
※ 

横浜市防災情報

Ｅメール 

 

登録が必要 

 

あらかじめ登録したパソコ

ン・携帯電話に防災情報等を電

子メールで配信します（1500

文字以内）。 

・避難勧告及び避難指示 

登録者 

【登録方法】左
記のＱＲコー
ド又は下のメ
ールアドレス
に空メールを
送信する。 

entry-yoko

hama@bou

sai-mail.jp 

緊急速報メール 

携帯電話を利用した災害時専

用の情報配信の仕組みで、緊

急かつ重要な情報について、

対象エリアにある緊急速報メ

ールに対応した携帯電話に対

し配信します（題名 15文字、

本文 200 文字以内）。専用の

着信音とバイブレーションで

知らせます。 

・避難勧告及び避難指示 

（市全域や区全域な

ど広範囲に及ぶもの

で対象区域が明記で

きるもの） 

対象エリア内

で緊急速報メ

ール対応の携

帯電話を所持

している者 

緊急警報伝達

システム 

全国瞬時警報システム（Ｊ－

ＡＬＥＲＴ）に対応し、かつ、

本市独自の緊急情報を市民に

伝達します。 

・避難勧告及び避難指示 

戸塚区浸水想

定区域内にあ

る５地域防災

拠点 

Twitter アラー

ト 

設定が必要 

通常はタイムラインに表示さ

れるのみのツイートを、受信

設定をしたサービス利用者が

スマートフォンの画面上のプ

ッシュ通知で受け取ることが

できる、Twitter 社が提供す

るサービスです。 

災害発生時に避難情報等緊急

度の高い情報を発信する際に

利用します。 

・避難勧告及び避難指示 
サービス利用

者 
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緊急警報放送シ

ステム 

テレビ・ラジオ等から警報音

を発し、重要かつ緊急な災害

情報を放送します。 

市は、緊急を要する避難勧告

等について、日本放送協会

（横浜放送局）に対して協定

に基づき放送を要請します。 

・避難勧告及び避難

指示 
視聴者 

広報車両 

区役所等は、道路状況に応じ

て必要な地域へ放送設備を有

する車両を出動させ、広報を

実施します。 

・避難勧告及び避難指示 対象地域内 

職員による広報 

広報車の活動が不能な地域又

は特に必要と認められる地域

に対して職員を派遣して広報

を実施します。 

・避難勧告及び避難指示 対象区域内 

航空機 

必要に応じて消防局ヘリコプ

ター搭載のスピーカー等によ

り情報提供及び避難誘導等を

実施します。 

・避難勧告及び避難指示

・避難誘導 
対象区域内 

ファックス 

［聴覚障害者への災害情報の伝達］ 

区役所から災害時緊急情報を

ファクシミリ通信網を利用し

て自宅のファックスへ配信し

ます。配信を希望する場合は

登録申請が必要です。 

・避難勧告、避難指

示など 

以下の登録者 
・原則として２
級から３級の
身体障害者手
帳の交付を受
けている聴覚
障害者で自宅
にファックス
がある方 

Ｐ
Ｕ
Ｌ
Ｌ
型
※ 

ホームページ 

横浜市、気象庁、ライフライ

ン事業者などの各機関はホー

ムページで災害詳細情を提供

します。 

・避難勧告及び避難指示 

・災害に関する情報

全般 

閲覧者 

Twitter 

（横浜市防災ツ

イッター） 

Twitter 社が提供するサイト

に短文を掲載します。サービ

ス利用者へ 140文字以内の文

字情報を配信します。 

・避難勧告及び避難指示 
サービス利用

者 

テレビ 

災害情報全般が放送されます。 

行政機関が発表する情報等を

各報道機関から音声・文字・

・災害に関する情報

全般 
視聴者 
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映像で伝達します。 

ケーブルテレビ 
地域の詳細な災害情報が提供

されます。 

・災害に関する情報

全般 
加入者 

データ放送 
各報道機関が、災害情報を画

面表示により提供します。 

・災害に関する情報

全般 
視聴者 

テレビ神奈川デ

ータ放送 

テレビ神奈川の提供する自治

体向けデータ放送サービスを

活用して、本市の詳細な災害

情報を提供します。データ放

送で提供中の情報は、テレビ

神奈川のＷＥＢページでも閲

覧できます。 

・避難勧告及び避難指示 

・災害に関する情報

全般 

視聴者 

ラジオ 

災害情報全般を放送します。 

本市と協定を締結しているラ

ジオ日本、横浜エフエム放送

及びエフエム・インターウェ

ーブに対して、本市は放送を

要請します。 

・地域の詳細な災害

情報等 
聴取者 

コミュニティＦＭ 

戸塚区、都筑区、青葉区等の、

より詳細な災害情報を放送し

ます。 

・区の詳細な災害情

報等 
聴取者 

紙媒体 

必要に応じて、印刷物による

情報提供として、避難場所等

への掲出を行います。また、

補助的な広報ツールとして、

自治会町内会や地区センター

等の公共施設などの掲示板に

可能な範囲での掲出を依頼し

ます。 

・災害に関する情報

全般 
近隣住民 

※ ＰＵＳＨ型とＰＵＬＬ型 

・PUSH 型の伝達方法 

必要な情報について、利用者の能動的な操作を伴わず、自動的に配信する形式の伝達

方法。市が特定の受け手に対して情報を伝達するものですが、受け手側の操作を伴うこ

となく強制的に情報が届けられるものであり、情報伝達が行われた場合の受け手側への

影響力が大きいため、市全域へ情報伝達することは、局地的な災害には適さない場合が

あります。 

（例：緊急速報メールなど） 
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・PULL 型の伝達方法 

必要な情報について、利用者が能動的に「引き出しにいく」形式の伝達方法。情報の

受け手側が必要に応じて能動的に情報を取得しにいく形態をとり、市が受け手や情報伝

達範囲を特定して伝達するものではありません。 

（例：テレビ、ラジオ、ホームページ、ＳＮＳなど） 
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(3) 具体的な情報受伝達内容 

   災害の推移に対応した情報受伝達の内容を図で表します。 

   図には、市民等が減災行動をとる際に目安となるものを基本として、情

報の種類等が分かるように表示しました。 

   また、この情報受伝達の内容は一つの例として示すものであり、実際に

は、災害の状況に応じて対応する必要があります。 

  

 

 

 

 



情報受伝達フロー図
ＰＵＳＨ型
ＰＵＬＬ型

情報収集手段 参考行動
横浜市

市民等

大規模火災

　・防災情報Eメール
　　（登録者のみ）
　・緊急速報メール
　・緊急警報伝達システム
　・Ｔｗｉｔｔｅｒ（アラート）
　・広報車/消防局ヘリコプ
ター

　・テレビ/ラジオ
　・ｔｖｋデータ放送
　・市ホームページ
　・職員派遣

・災害の発生又は発生するお
それがある異常な現象を発
見した市民及び事業者等
は、ただちにその旨を消防、
警察又は海上警備救難機関
等に通報する。

・正確な情報を入手し、冷静
に判断して行動する。

危険物等
及び

都市ガス施設等災害

海上災害

放射性物質災害

不発弾等の発掘
及び処理等

鉄道災害

道路災害

航空災害

―都市災害―

状況 災害に関する情報

・災害の状況に関する情報

・避難勧告等及び避難場所に関する情報

・応急対策活動の状況に関する情報

・二次災害防止情報等

災害に関する情報

・防災情報Ｅメール

・緊急速報メール

・緊急警報伝達システム

・Ｔｗｉｔｔｅｒ アラート

・広報車両 等

・ホームページ
・Ｔｗｉｔｔｅｒ
・テレビ
・ケーブルテレビ
・データ放送
・テレビ神奈川データ放
送

・ラジオ
・コミュニティＦＭ 等

5
2
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等
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災
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注意報 〇 － － △ ● － - - - － △ －

警報 〇 － － ● ● － - △ - ○ ● －

特別警報 〇 ● － ● － ▲ - △ - ○ ● －

記録的短時間
大雨情報

△ － － △ － ▲ - △ - － △ －

竜巻注意情報 〇 － － ● － － - △ - － ● －

台風情報 － － － － － － - - - － － －

降雨状況 － － － － － － - - - － － －

雨量 〇 － － △ － － - - - － △ －

潮位 － － － － － － - - - － － －

雷・竜巻 － － － － － － - - - － － －

積雪情報 － － － － － － - - - － － －

土砂災害警戒情報 〇 － － ● － － - △ - ○ ● －

土砂災害緊急情報 〇 － － ● － － - △ - ○ ● －

土砂災害警戒判定
メッシュ情報

－ － － － － － - - - － － －

洪水予報
（鶴見川・多摩川）

－ － △ － － - △ - ○ △ －

水位情報 － － △ ● ▲ - △ -
○（氾濫
警戒情報
のみ）

△ －

噴火警報・予報 △
●

(ﾚﾍﾞﾙ4･5の
み)

－ △ － － - △ - － △ －

降灰予報 △ － － △ － － - △ - － △ －

火山現象に関する情報 － － － － － － - - - － － －

緊急地震速報 － ● ● － － - - - － － －

震度速報 〇 － － △ － - - - － △ －

震源に関する情報 〇 － － △ － - - - － △ －

その他の地震に関する情報 － － － － － - - - － － －

津波注意報 〇 － － ● ● - △ - － ● －

津波警報 〇 ● － ● ● ● △ - － ● －

大津波警報 〇 ● － ● ● ● △ - － ● －

津波情報 △ － － △ △ - △ - － △ －

東海地震に関連
する調査情報

－ － － － － - - - － － －

東海地震注意情報 〇 － － ● － - △ - － ● －

東海地震予知情報
（警戒宣言）

〇 ● ● ● － ● △ - － ● ●

避難準備情報 ○ ● ● － ▲ － - ● 〇 ● ●

避難勧告 ○ ● ● － ▲ △ ● 〇 ● ●

避難指示 ○ ● ● － ▲ △ ● 〇 ● ●

屋内退避等の指示 ○ ● ● － ▲ － ● ○ ● ●

共
通

避
難
勧
告
等

●

（
対
象
地
域
が
明
記

で
き
る
場
合

）

●

（
広
報
車
の
活
動

が
不
能
な
地
域
又
は

特
に
必
要
と
認
め
ら

れ
る
地
域

）●

（
緊
急
を
要
す

る
も
の
の
み

）

　次の表は、第２に記載した情報伝達手段のうち、市（国等を含む。）が主体的に活用し、市民等
に迅速に伝達を行うものについて、伝達される具体的な情報の種類との関係を示したものです。

震
災

地
震 対

象
外

（
風
水
害
の
み

）

対
象
外

（
風
水
害
の
み

）
東
海
地
震

対
象
外

（
津
波
災
害
の
み

）

●

（
横
浜
市
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

、
気
象
庁
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
等
に
よ
り
情
報
収
集

。
詳
細
は
第
２
を
参
照

）

気
象
情
報

そ

の

他

気

象

に

関

す

る

情

報

土
砂
災
害

河
川

〇
（氾濫注意
水位以上）

火
山

ＰＵＳＨ型 ＰＵＬＬ型

風
水
害
等

気
象
警
報
等

津
波

●・・・対象者（対象地域内又は利用者全員）に伝達

○・・・事前登録者へ伝達- （※ファックスによる伝達情報・対象については、第２を参照）

△・・・必要に応じて伝達

▲・・・システムにより異なる。

第３ 情報の種類と対応する情報伝達手段総括表

情報伝達手段

情報の種類

53



第４ 

54 
 

 第４ 課題  

 

１ 現状における課題 

(1) 情報伝達手段について 

ア 既存の情報伝達手段を十分に活用しつつ、様々な立場の方々の情報を

取得する機会をより高めるため、更に災害時の情報伝達手段を充実させ

る必要があります。 

イ 横浜市防災情報Ｅメール配信サービスの登録件数は約111,000件、

Twitter（横浜市防災ツイッター）のフォロワー数は約75,000件（いず

れも平成27年11月末現在）であり、今後も様々な機会を活用して一層の

利用促進を図る必要があります。 

ウ 災害時の情報は断片的であり、各種の情報が錯綜する等の混乱が発生

することが想定されるため、市の情報収集・伝達体制の更なる強化が必

要です。 

(2) 市民等の意識や行動について 

ア 自助・共助の観点から、市民等が平常時から情報の収集方法を確認し

ておき、災害時にはできる限り多くの手段を活用し、市などから発信さ

れる最新の情報を積極的に収集することが重要です。また、得た情報を

家族や近隣住民などの身近な人に対して発信していくことが、地域ぐる

みで適切な減災行動をとるために重要です。 

イ 災害時の情報収集・伝達に関する地域防災拠点と町の防災組織の役割

や、町の防災組織が主体となって行う地域住民への情報収集・伝達の取

組について、より理解を広げていくための取組が必要です。 

ウ 大規模な災害が発生した場合などには、地域において市民等が得た緊

急性の高い情報（被害の状況等）を直ちに関係する行政機関に提供する

ことで、より適切な災害応急対策が実施できます。 

 

２ 課題解決に向けた対応の方向性 

(1) 情報伝達手段について 

ア 市が有する災害時の情報伝達手段の特性と、市を取りまく状況等を踏

まえると、都市河川の急激な水位上昇による氾濫等、地域・災害特性に

よってはサイレン等により危険を認知する確率を高めることも有効で

す。そこで、水害時に緊急情報が必要となる地域を対象に、防災用屋外



第４ 

 55 
 

スピーカーの整備拡充に向けた検討を行います。 

また、繁華街安心カメラの充実強化や、企業や商業施設等における、

施設の情報受伝達設備等の活用、更には地域住民への紙媒体を用いたき

め細かな情報伝達等を推進していきます。 

イ 横浜市防災情報ＥメールやTwitterの登録者の増加に向けて、防災関

連イベントでのチラシ配布などの啓発活動を継続的に実施していきま

す。また、電話を活用し、地域に対して音声で一斉に情報を伝達するシ

ステムの効果について検討を行います。 

ウ 市の災害対策活動では、各種情報が錯綜する等の混乱を防ぐため、危

機管理システムとＬアラートの連携など、危機管理システムと情報受伝

達に関する様々なシステムを統合することも重要です。また、危機管理

システムの操作性の向上に向けた改良や、システム操作の習熟のための

職員研修を行うことにより、より迅速で効率的な情報受伝達を目指しま

す。 

(2) 市民等の意識や行動について 

ア 災害の際などにとるべき自助・共助による減災行動に関する市民等の

意識について、過去の災害による被害の状況も踏まえて、継続的に醸成

していくことが重要です。そのため、各種ハザードマップや、防災イベ

ントなどによる啓発のほか、防災・減災推進研修を継続的に実施し、地

域防災の担い手の育成や減災行動に関する意識の醸成を進めます。 

また、学校教育との連携などにより、災害に対し「どう準備し、どう

行動すべきか」について幼少期から学ぶ機会を設けるほか、平成25年に

作成した「横浜市防災教育の指針・指導資料」や気象庁の啓発リーフレ

ットなどを活用した授業を通して、児童生徒の防災意識の向上を図りま

す。さらに、横浜市民防災センターでは、自助・共助を推進する中核施

設として、減災に向けた意識の向上と行動の実践を促すための防災教育

を充実させるとともに、防災に関する様々な情報を発信していきます。 

イ 災害時に地域防災拠点と町の防災組織が円滑に連携していくため、全

区の地域防災拠点運営委員会連絡協議会の会長による会議や、防災・減

災推進研修等において、必要な啓発を行います。 

  また、防災訓練等を通じて、地域防災拠点と町の防災組織との連携に

よる自主防災力の強化を推進するほか、町の防災組織が行う情報収集・

伝達の内容について啓発を行います。 

ウ 地域における緊急性が高い情報を市が収集する手段等を複線化する

など、市の情報収集方策の充実に向けた検討を行います。 
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